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第１回南相馬市議会定例会市長提出議案の要旨 

 

平成３０年３月５日提出 

Ⅰ 件数   ５９件  

【内訳】議案 ５８件 （条例関係２２件、予算関係３０件、その他６件） 
     報告  １件 
 

Ⅱ 議案の要旨  

≪条例関係≫  

議案第１号 
南相馬市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の

一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  南相馬市子育て世帯及び若年夫婦世帯定住促進事業奨励金交付要綱の改正に伴い、

条例第４条に規定する当該要綱に係る事務の文言を整理するため、必要な改正を行

うもの。 
 
【主な内容】 

１ 改正の概要 
  この条例は、番号法第９条第２項の規定に基づき、法定事務に準じた事務のうち、

マイナンバーを利用することができる事務（独自利用事務）を定めている。 

  条例第４条（別表第２及び第４関係）に掲げる独自利用事務のうち、次の事務の

要綱名の改正に伴い、文言を整理するもの。 

個人番号の独自利用を予定する事務 

改正後 改正前 

南相馬市若者等世帯定住促進事業奨励金交付要

綱による若者等世帯に対する奨励金の交付に関

する事務であって規則で定めるもの 

南相馬市子育て世帯及び若年夫婦世帯定住促進

事業奨励金交付要綱による子育て世帯及び若年

夫婦世帯に対する奨励金の交付に関する事務で

あって規則で定めるもの 

 

２ 施行日 平成３０年４月１日 
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議案第２号 
南相馬市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正

する条例制定について 

【趣旨】 

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律第５条の規定により任

期を定めて採用された職員の給与に関する規定を加えるため、必要な改正を行うも

の。 

【主な内容】 

１ 給与に関する特例の追加（第７条及び第８条関係） 

  任期付短時間勤務職員（地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する

法律第５条の規定により任期を定めて採用された職員をいう。）の給料月額は、

勤務時間に応じた調整を行い支給することを規定するもの。 

給料の調整方法：割り振られた勤務時間/３８時間４５分×給料月額 

 

２ 南相馬市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正 

  任期付短時間勤務職員の勤務時間及び年次有給休暇を定めるため、必要な改正

を行うもの（第２条、第４条、第１２条及び第２０条関係）。 

  ①勤務時間 １週間当たり ３１時間以内（休憩時間を除く。） 

  ②週休日  ４週間ごとの期間で８日以上 

  ③年次有給休暇 勤務時間に応じて日数調整 

 

 ３ 施行日 平成３０年４月１日 

 

議案第３号 
南相馬市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例制

定について 

【趣旨】 

国家公務員退職手当法の一部改正を踏まえ、職員の退職手当の支給水準を引き下

げるため、必要な改正を行うもの。 

【主な内容】 

１ 改正概要 

  国家公務員の退職給付については、官民比較に基づき、見直しを行っている。 

  人事院が行った官民比較調査の結果、平均７８．１万円公務が民間を上回るこ

とから、退職手当の支給水準が見直され、本市においても支給水準を引き下げる

もの。 

※調整率とは、官民均衡を図るために設けられているもの。 

【参考】退職手当＝【(退職日の給料月額×退職理由、勤続年数別支給率)×調整率】+調整額 

             【調整率の改正】 
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改正後 改正前 

８３．７/１００ ８７．０/１００ 

 

２ 施行日 平成３０年４月１日 

 

議案第４号 南相馬市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

道路法施行令の一部改正に伴い、同令に準じて定めている使用料を改めるため、

必要な改正を行うもの。 

【主な内容】 

１ 改正概要 

（１） 土地の使用料の改正（別表関係） 

区  分 

使用料 

単位 
額 

改正後 改正前 

土 
 
 

地 

水道管、下水道管、ガ

ス管、地下ケーブル等

の管類を布設するた

めに使用する場合 

管類の長さ

1メートル

につき1年 

外径が 0.1メー

トル以上 0.15

メートル未満の

もの ２８円 

外径が 0.1メー

トル以上 0.15メ

ートル未満のも

の ２９円 

掲示板、広告板等を設

置するために使用す

る場合 

表示面積 1

平方メート

ル に つ き 

1年 

９６０円 １，１００円 

 
  （２） 端数処理の改正（別表関係） 

改正後 改正前 

この表に基づいて使用料の額を算出するに

際し、行政財産の面積若しくは長さが、０．

０１平方メートル若しくは０．０１メートル

未満であるとき、又はこれらの面積若しくは

長さに０．０１平方メートル若しくは０．０

１メートル未満の端数があるときは、その全

面積若しくは全長又はその端数の面積若し

くは長さを切り捨てて計算するものとする。 

この表に基づいて使用料の額を

算出するに際し、面積又は長さに

つき、その計算単位に満たない端

数があるときは、これを切り上げ

て計算する。 
 

 

２ 施行日 平成３０年４月１日 
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議案第５号 南相馬市宅地造成事業特別会計条例を廃止する条例制定について 

【趣旨】 

宅地造成事業の終了に伴い、南相馬市宅地造成事業特別会計条例を廃止するため

条例を制定するもの。 
 

【主な内容】 

１ 制定内容 

平成２７年度に開始した原町区大木戸地内の宅地造成事業については、分譲した

全６８区画の売払収入を受け入れ、平成２９年度をもって宅地造成事業の精算を完

了できることから、条例を廃止するもの。 

 

２ 施行日 平成３０年４月１日 

 

 

議案第６号 
南相馬市村上簡易水道事業財政調整基金条例及び南相馬市浦尻簡

易水道事業財政調整基金条例を廃止する条例制定について 

【趣旨】 

東日本大震災の津波により被災した村上簡易水道事業及び浦尻簡易水道事業の

廃止に伴い、南相馬市村上簡易水道事業財政調整基金条例及び南相馬市浦尻簡易水

道事業財政調整基金条例を廃止するため、条例を制定するもの。 
 

【主な内容】 

１ 制定内容 

東日本大震災に伴う津波により村上及び浦尻地区の簡易水道は被災し、給水不能

となった。また、当該地区は、災害危険区域等に指定され、帰還予定者がいないこ

とから、村上及び浦尻簡易水道事業を廃止するもの。 

 

２ 施行日 公布の日 
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議案第７号 

南相馬市東日本大震災等による被災者に対する国民健康保険税及

び介護保険料の減免に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

【趣旨】 

東日本大震災等による被災者に対する平成３０年度の国民健康保険税及び介護保

険料の負担軽減を図るため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 国民健康保険税の減免（第３条関係）及び介護保険料の減免（第４条関係） 

 

 

減免適用年・月 

改正後 改正前 

① 避難指示等対象地域及び
上位所得層（※１）を除

く旧緊急時避難準備区域

等（※２）  

平成30年4月 

～平成31年3月 

平成29年4月 

～平成30年3月 

② 避難指示等対象地域以外
の被災区域 ※３ 

平成30年4月 

～平成31年3月 

平成29年4月 

～平成30年3月 

③ 上記①②以外の地域 減免なし 減免なし 

 ※１ 上位所得層  

【国保】 高額療養費算定基準所得額の世帯合算額が６００万円を超える世帯 

    【介護】 介護保険法施行令第３８条の規定に基づく被保険者個人の合計所得

金額６３３万円以上を基準 

※２ 旧緊急時避難準備区域等とは、旧緊急時避難準備区域と既に指定が解除され

た特定避難勧奨地点（南相馬市を含む。）、指定が解除された旧避難指示解除準

備区域等（H26解除：田村市及び川内村の一部、H27解除：楢葉町の一部、H28

解除：南相馬市、葛尾村、川内村、飯舘村、川俣町の一部）の区域、H29．4.1

解除：富岡町の一部（H29.4.1解除分に関しては、民法の規定により平成 28

年度分の扱いとなる。））の区域 

 ※３ ①の上位所得層のうち、②の減免基準（家屋の全半壊等）の対象となる場合

は、②に移行して減免となる。 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 
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 ≪参考：保険税（料）対象者及び減免額等≫ 

区 分 国民健康保険税 介護保険料 

避難指示等対象

地域及び上位所

得層を除く旧緊

急時避難準備区

域等 

対象人数   13,951人 対象人数 17,386人 

減免額 1,418,557,000円 減免額 1,230,795,000円 

 

減免額の

費用負担 

災害臨時特例補助金（6/10） 

851,134,000円

 

減免額の

費用負担 

災害臨時特例補助金(8/10) 

984,636,000円 

特別調整交付金(4/10) 

567,423,000円

特別調整交付金(2/10) 

246,159,000円 

避難指示等対象

地域以外の被災

区域の被保険者 

対象人数 783人 対象人数 422人 

減免額 90,251,000円 減免額 26,580,000円 

 

減免額の

費用負担 

特別調整交付金(9/10) 

81,225,000円 

 

減免額の

費用負担 

特別調整交付金(8/10) 

21,264,000円 

市負担(1/10) 

 9,026,000円 

市負担(2/10) 

 5,316,000円 

２ 施行日 平成３０年４月１日 

 

議案第８号 
南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者 

負担額等に関する条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

平成２９年度を終期とした市立幼稚園、市立保育園等の保育料等無料化措置を継

続するため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正の概要 

 （１）市立幼稚園、市立保育園等の無料化措置の継続（附則第２項関係） 

    平成２７年度から平成２９年度までの期間実施している特定教育・保育施設

等の利用者負担額の無料化措置を、平成３０年度においても継続するもの。 

    対象者：市内に住所を有する者で、特定保育所、市立幼稚園及び市立保育園

を利用している園児の保護者 

     

 （２）利用者負担額の階層区分を国同様の基準に改正（別表関係） 

    現在、利用者負担額の階層区分は、市独自の設定としているが、今後の負担

額改正にスムーズに対応するため、国と同様の基準に改正するもの（改正によ

る利用者への負担額の影響は無し。）。 

 

２ 施行日 公布の日 
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議案第９号 南相馬市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部改正における

国民健康保険の広域化に伴い、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 国民健康保険制度の広域化の概要 

   国民健康保険制度は、国民皆保険制度の基盤を担う重要な制度である。制度の

構造上、低所得者、非正規雇用労働者、高齢者等を多く抱えるため、安定的な運

営が課題となっている。 

   国は、国民健康保険制度の大幅な改革を行い、国民健康保険運営の単位（保険

者）を市町村単位から県単位とし、県が国民健康保険制度の財政運営の中心的な

役割を担う一方、市町村は、資格管理、保険給付、賦課徴収や保健事業など住民

サービスを担うことで、国民健康保険制度の安定化を図るものである。 

≪国民健康保険の広域化における県及び市の役割≫ 

県の役割 市の役割 

・国民健康保険の財政運営の責任主体 

・市町村が保険給付に要する費用を交付

金として交付 

・県内統一的な運営方針（国民健康保険

運営方針）を定め、市町村が担う事務

の標準化を推進 

・資格管理 

・国民健康保険税率の決定及び賦課徴収 

・保険給付の実施 

・保健事業の実施 

 

２ 改正の概要 

 （１）国民健康保険運営協議会の改正（第２条関係） 

   国民健康保険法の改正において、国民健康保険事業の運営に関する重要事項を

審議する国民健康保険運営協議会が県と市町村それぞれに設置することとなるこ

とから、条例第２条に規定する国民健康保険運営協議会の位置付けを明確にする

ため改正するもの。 

≪国民健康保険法第１１条の改正概要≫ 

改正後 改正前 

① 国民健康保険事業の運営に関する事

項のうち、都道府県が処理することと

されている事務を審議させるため、都

道府県に国民健康保険事業の運営に関

① 国民健康保険事業の運営に関する

重要事項を審議するため、市町村に国

民健康保険運営協議会を置く。 
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する協議会を置く。 

② 国民健康保険事業の運営に関する事

項のうち、市町村が処理することとさ

れている事務を審議させるため、市町

村に国民健康保険事業の運営に関する

協議会を置く。 

 

 （２）葬祭費の改正（第９条関係） 

   福島県国民健康保険運営方針（平成２９年１１月１３日策定）において、国民

健康保険の広域化に向け、葬祭費の支給額を県内統一５万円とされたことを受け、

改正するもの。 

改正後 改正前 

 （葬祭費） 

第９条 被保険者が死亡したときは、

その者の葬祭を行う者に対し、葬祭費

として５万円を支給する。 

 （葬祭費） 

第９条 被保険者が死亡したときは、

その者の葬祭を行う者に対し、葬祭費

として３万円を支給する。 

 

２ 施行日 平成３０年４月１日 

 

 

議案第１０号 南相馬市介護保険条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  介護保険法第１２９条の規定に基づき、平成３０年度から平成３２年度までにお

ける新たな保険料率を定めるため、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 改正の概要 

（１）介護保険料率の改定（第４条関係） 

平成３０年度から平成３２年度までの第１号被保険者（６５歳以上の方）の

新たな保険料率を定めるもの。 

 

（２）保険料負担額の軽減（附則第１０項関係） 

 介護保険料引き上げに伴う保険料負担額の軽減を図るため、平成３０年度に

おける介護保険料について、減免等の対象とならない３０Kｍ圏外及び上位所得

層の被保険者に対し、第４期保険料と同額になるよう軽減措置を設けるもの。 
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○保険料段階別の保険料金額及び基準額に対する割合（月額） 

段  階 （ 対 象 者 ） 
基準額に 

対する 

割合 

第７期 
保険料 

（参考） 
第６期 
保険料 

（参考） 
第４期 
保険料 

第１段階 

○ 生活保護を受けている人 

○ 世帯全員が市民税非課税で 

老齢福祉年金を受けている人 

○ 世帯全員が市民税非課税で、本人の合計所得金

額＋課税年金収入額が80万円以下の人 

基準額 
×0.50 

2,992円 2,831円 1,550円 

第２段階 

○ 世帯全員が市民税非課税で、前年の本人の合計

所得金額＋課税年金収入額が80万円超120万円

以下の人 

基準額 
×0.75 

4,488円 4,246円 
第５期 

新 設 

第３段階 

○ 世帯全員が市民税非課税であって、前年の本人

の合計所得金額＋課税年金収入額が 120万円超

の人 

基準額 
×0.75 

4,488円 4,246円 2,325円 

第４段階 

○ 本人が市民税非課税の人であって、（世帯内に市

民税課税者がいる場合）前年の本人の合計所得

金額＋課税年金収入額が80万円以下の人 

基準額 
×0.90 

5,386円 5,095円 2,573円 

第５段階 
（基準） 

○ 本人が市民税非課税の人であって、（世帯内に市

民税課税者がいる場合）前年の本人の合計所得

金額＋課税年金収入額が80万円超の人 

基準額 
×1.00 

5,985円 5,662円 3,100円 

第６段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が 120万円未

満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額の適用に
より非保護者となるもの 

基準額 
×1.20 

7,182円 6,794円 3,348円 

第７段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が 120万円以

上200万円未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額の適用に
より非保護者となるもの 

基準額 
×1.30 

7,780円 7,360円 3,875円 

第８段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が２００万円以

上３００万円未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額の適用に
より非保護者となるもの 

基準額 
×1.50 

8,977円 8,493円 4,650円 

第９段階 
○ 本人が市民税課税で合計所得金額が 

３００万円以上の人 

基準額 
×1.70 

10,174円 8,264円 5,425円 

 

２ 施行日 平成３０年４月１日 
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議案第１１号 
南相馬市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の

基準等に関する条例の一部を改正する条例制定について 

議案第１２号 

南相馬市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法の基準に関する条例の一部を改正する

条例制定について 

議案第１３号 

南相馬市指定介護予防支援事業者の指定の要件並びに指定介護予

防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律並びに

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する

省令に伴い、必要な改正を行うもの。 
 
１ 改正の概要 

【議案第１１号 南相馬市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基

準等に関する条例の一部を改正する条例制定について】 

 （１）共生型地域密着型通所介護の基準の追加（第３７条の２及び第３７条の３関係） 

    障害福祉制度における生活介護、機能訓練、生活訓練、児童発達支援及び放

課後デイサービスの指定を受けた事業所であれば、基本的に共生型通所介護の

指定を受けられるものとして、その基準を規定するもの。 

  

 （２）療養通所介護事業所の定員数の改正（第４０条の３関係） 

    療養通所介護事業所においては、障害福祉サービス等である重症心身障がい

児・者を通わせる児童発達支援等を実施しているが、更に地域共生社会の実現

に向けた取組を推進する観点から、定員数（９人以下→１８人以下）を引き上

げるもの。 

 

 （３）共用型認知症対応型通所介護の利用定員の改正（第４６条関係） 

    共用型認知症対応型通所介護の普及促進を図る観点から、ユニット型の地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護における利用定員数（１施設当たり３

人以下 → １ユニット当たりユニットの入居者と合せて１２人以下）を変更

するもの。 
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 （４）身体的拘束等の適正化の追加（第９７条、第１１８条、第１３７条、第１６２条関係） 

    身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点から、次の規定を追加するもの。 

   ・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催

するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

   ・身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

   ・身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。 

 

【議案第１２号 南相馬市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法の基準に関する条例の一部を改正する条例制

定について】 

 （１）共用型介護予防認知症対応型通所介護の利用定員の改正（第９条関係） 

    共用型介護予防認知症対応型通所介護の普及促進を図る観点から、ユニット

型の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護における利用定員数（１施設

当たり３人以下 → １ユニット当たりユニットの入居者と合せて１２人以

下）を変更するもの。 

 

 （２）介護医療院の追加（第４５条、第４６条、第６０条及び第７３条関係） 

    介護保険法の改正において、介護保険施設に介護医療院が創設されたことを

受け、条文中の施設に介護医療院を追加するもの。 

 

 （３）身体的拘束等の適正化の追加（第７８条関係） 

    身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点から、次の規定を追加するもの。 

   ・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催

するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

   ・身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

   ・身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。 

   

【議案第１３号 南相馬市指定介護予防支援事業者の指定の要件並びに指定介護予防

支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例制定について】 

  （１）入院時における医療機関との連携促進に関する規定の追加（第６条関係） 

     介護予防支援事業者は、居宅介護支援の提供開始に際し、あらかじめ、利

用者又は家族に対し、利用者が病院等に入院する必要が生じた場合には、担

当ケアマネジャーの氏名等を入院医療機関に提供するよう依頼することを
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義務づけるもの。 

 

  （２）平時からの医療機関との連携促進の追加（第３２条関係） 

     訪問介護事業者等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、

利用者の状態等について、ケアマネジャーから主治の医師等に必要な情報伝

達を行うもの。 

 

２ 施行日 平成３０年４月１日 

 

 

議案第１４号 
南相馬市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

を定める条例制定について 

【趣旨】 

  地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に

関する法律における介護保険法の一部改正に伴い、指定居宅介護支援及び基準該当

居宅介護支援を行う事業者の基準を定めるため、新たに条例を制定するもの。 
 
【主な内容】 

１ 制定の概要 

 居宅介護支援事業者の指定権限について、県から市町村に移譲されることに伴い、

条例を定めるもの。 

 

（１）指定権限の委譲の概要 

平成３０年４月１日以降              現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県         市町村 
    指定 
 
指導・監査     指導・監査 
 
    居宅介護支援事業所 
勧告、命令、 
指定の取り消し、 
指定の効力停止 

 県   支援    市町村 
    
        指定 
助言等の援助   指導・監査 

 
    居宅介護支援事業所 
          勧告、命令 
        指定の取り消し、 
        指定の効力停止 
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（２）制定内容 

定める項目 条 内   容 

総則 

第１条 

～ 

第３条 

【趣旨】 

・介護保険法第４７条第１項第１号並びに法第８１条第１項

及び第２項の規定に基づき、指定居宅介護支援等の事業の

人員及び運営に関する基準を定める。 

【基本方針】 

・指定居宅介護支援の事業は、利用者が可能な限り居宅にお

いて自立した日常生活を営むことのできるよう配慮して行

わなければならない。 

人員に関する

基準 

第４条 

～ 

第６条 

【事業者の要件】 

・指定居宅介護支援事業者（以下「事業者」という。）の要件

は、法人（南相馬市暴力団排除条例第２条第３号に規定す

る暴力団員等及び同条例第１２条に規定する社会的非難関

係者を除く。）とする。 

【従業者の員数】 

・事業者は、事業所ごとに１以上の介護支援専門員（常勤）

を置かなければならない。 

運営に関する

基準 

第７条 

～ 

第３２条 

【内容及び手続の説明及び同意】 

・事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、利用申

込者・家族に対し重要事項を記した文書を交付して説明を

し、利用申込者から同意を得なければならない。 

【提供拒否の禁止】 

・事業者は、正当な理由なく支援の提供を拒んではならない。 

【身分を証する書類の携行】 

・事業者は、介護支援専門員に身分を証する書類を携行させ、

家族から求められたときは、提示すべき旨を指導しなけれ

ばならない。 

【運営規程】 

・事業者は、事業所ごとに事業運営についての重要事項に関

する規程を定めておかなければならない。 

【勤務体制の確保】 

・事業者は、利用者に対し適切な支援を提供できるよう、事

業所ごとに担当職員その他の従業者の勤務体制を定めてお

かなければならない。 

【秘密保持】 

・事業所の職員その他の従業員は、業務上知り得た利用者等
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の秘密を漏らしてはならない。 

【苦情処理】 

・事業者は、指定居宅介護支援等に対する利用者又はその家

族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。 

【事故発生時の対応】 

・事業者は、居宅介護支援の提供により事故が発生した場合

には、速やかに市、利用者の家族等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じなければならない。 

【記録の整備】 

・事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を

整備しておかなければならない。 

基準該当居宅

介護支援に関

する基準 

第３３条 

基準該当居宅介護支援の事業について、指定居宅介護の事業

の基本方針並びに人員及び運営に関する規定を準用する。 

  
２ 施行日 平成３０年４月１日 

 

 

議案第１５号 
南相馬市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例

制定について 

【趣旨】 

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部改正における

高齢者の医療の確保に関する法律の改正に伴い、住所地特例に関する規定を加える

ため、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 住所地特例に関する規定の追加（第３条関係） 

   国民健康保険法第１１６条の２（病院等に入院、入所又は入居中の被保険者の

特例）の規定により、住所地特例の適用を受けて従前の住所地の市町村の被保険

者とされている者が、７５歳到達等により後期高齢者医療に加入した場合には、

特例を引き継ぎ、従前の住所地の後期高齢者医療広域連合の被保険者とするもの。 

  

 ※後期高齢者医療制度の住所地特例とは、被保険者が、現在住んでいる住所から、都道府

県外の他市区町村の医療機関等に入院等して、医療機関等所在地に住所を変更した場合

には、医療機関等所在地の住所の市区町村ではなく、元の住所地の市区町村の被保険者

になるもの。 
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２ 施行日 平成３０年４月１日 

 

議案第１６号 南相馬市営住宅条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律における公営住宅法の一部改正に伴い、認知症患者等の収入申告義

務の緩和に関する規定を加えるため、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 認知症患者等の収入申告義務の緩和の追加（第１３条第２項関係） 

    市営住宅の家賃の決定は、入居者からの毎年度の収入申告を基に決定し、収

入申告が無い場合は、近傍家賃を基に決定している。 

    公営住宅法の改正により、認知症患者等の入居者からの収入申告等が困難と

認める場合、市が官公署の書類の閲覧等により把握できた収入状況により家賃

を設定することが可能となったことから、条例に同内容を規定するもの。 

 

２ 施行日 平成３０年４月１日 

 

 

議案第１７号 南相馬市定住促進住宅条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

南相馬市営住宅条例の改正に伴い、認知症患者等の収入申告義務の緩和に関する

規定を加えるため、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 収入申告義務の緩和の追加（第１４条第２項関係） 

    定住促進住宅の家賃の決定は、入居者からの毎年度の収入申告を基に決定し、

収入申告が無い場合は、近傍家賃を基に決定している。 

    市営住宅条例の改正同様、認知症患者等の入居者からの収入申告等が困難と

認める場合、市が官公署の書類の閲覧等により把握できた収入状況により家賃

を設定することが可能とするよう規定するもの。 

 

２ 施行日 平成３０年４月１日 
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議案第１８号 
南相馬市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定につい

て 

【趣旨】 

道路法施行令の一部改正に伴い、同令に準じて定めている占用料を改めるため、

必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正理由 

   現行の道路占用料は、平成２４年度の地価水準を算定の基礎とした道路法施行 

令に準じたものであるが、今回の改正は、平成２７年度の地価水準による見直し 

に伴い道路法施行令が改正されたことに準じ、条例を改正するもの。 

 
２ 改正内容（別表関係） 

⑴ 道路法（以下「法」という。）第３２条第１項第１号に掲げる工作物 

占 用 物 件 
年間占用料 

改正後 改正前 

第１種電柱 350円/本 360円/本 
第２種電柱 540円/本 550円/本 
第３種電柱 730円/本 740円/本 
第２種電話柱 500円/本 510円/本 
第３種電話柱 690円/本 700円/本 
変圧等その他これに類するもの及び

公衆電話所 
630円/個 640円/個 

広告塔 960円/㎡ 1,100円/㎡ 
その他のもの 630円/㎡ 640円/㎡ 

⑵ 法第３２条第１項第２号に掲げる物件 

区 分 
年間占用料 

改正後 改正前 

外径が0.1m以上
0.15m未満のもの 

28円/m 29円/m 

⑶ 法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる施設 

 
 
 

 

年間占用料 

改正後 改正前 
630円/㎡ 640円/㎡ 
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⑷ 法第３２条第１項第５号に掲げる施設 

占 用 物 件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

地下街及び地

下室 

階数が１のもの 
Ａに 0.005を乗
じて得た額 

Ａに 0.004を乗
じて得た額 

階数が２のもの 
Ａに 0.008を乗
じて得た額 

Ａに 0.007を乗
じて得た額 

階数が３以上の

もの 

Ａに 0.01 を乗
じて得た額 

Ａに 0.008を乗
じて得た額 

上空に設ける通路 480円 530円 
地下に設ける通路 290円 320円 
その他のもの 630円 640円 

 ※Ａ：近傍類似の土地の時価（以下同じ。） 

⑸ 法第３２条第１項第６号に掲げる施設 

占 用 物 件 
占用料（㎡） 

改正後 改正前 

祭礼、縁日その他の催しに際し一時

的に設けるもの 
10円/日 11円/日 

その他のもの 96円/月 110円/月 

⑹ 道路法施行令（以下「政令」という。）第７条第１号に掲げる物件 

占 用 物 件 
占用料 

改正後 改正前 

看板（アーチで

あるものを除

く。） 

一時的に設けるも

の 
月 96円/㎡ 月 110円/㎡ 

その他のもの 年 960円/㎡ 年 1,100円/㎡ 
標識 年 500円/本 年 510円/本 

旗ざお 

祭礼、縁日その他

の催しに際し、一

時的に設けるもの 

日 10円/本 日 11円/本 

その他のもの 月 96円/本 月 110円/本 
幕（政令第７条

第４号に掲げ

る工事用施設

であるものを

除く。） 

祭礼、縁日その他

の催しに際し、一

時的に設けるもの 

日 10円/㎡ 日 11円/㎡ 

その他のもの 月 96円/㎡ 月 110円/㎡ 

アーチ 車道を横断するも 月 960円/基 月 1,100円/基 
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の 

その他のもの 月 480円/基 月 530円/基 

⑺ 政令第７条第２号に掲げる工作物 

占用料 

改正後 改正前 

年 630円/㎡ 年 640円/㎡ 

⑻ 政令第７条第３号に掲げる施設 

年間占有料（㎡） 

改正後 改正前 

Ａに 0.034を乗じて得た額 Ａに 0.028を乗じて得た額 

⑼ 政令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同条第５号に掲げる工事用材料 

占用料 

改正後 改正前 

月 96円/㎡ 月 110円/㎡ 

  政令第７条第６号に掲げる仮設建築物及び同条第７号に掲げる施設 

占用料 

改正後 改正前 

月 63円/㎡ 月 64円/㎡ 

 政令第７条第８号に掲げる施設 

占用物件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

トンネルの上

又は高架の道

路の路面下（当

該路面下の地

下を除く。）に

設けるもの 

Ａに 0.019を乗じて得た額 Ａに 0.017を乗じて得た額 

上空に設ける

もの 
Ａに 0.024を乗じて得た額 Ａに 0.02を乗じて得た額 

地 下

（ ト

ン ネ

ル の

上 の

階数が

１のも

の 

Ａに 0.005を乗じて得た額 ― 

階数が

２のも
Ａに 0.008を乗じて得た額 ― 
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地 下

を 除

く。）

に 設

ける 

もの 

の 

階数が

３以上

のもの 

 

Ａに 0.01を乗じて得た額 ― 

その他のもの Ａに 0.034を乗じて得た額 Ａに 0.028を乗じて得た額 

 政令第７条第９号に掲げる施設 

占用物件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

建築物 Ａに 0.019を乗じて得た額 Ａに 0.017を乗じて得た額 
その他のもの Ａに 0.014を乗じて得た額 Ａに 0.012を乗じて得た額 

 政令第７条第１０号に掲げる施設及び自動車駐車場 

占用物件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

構築物 Ａに 0.024を乗じて得た額 Ａに 0.02を乗じて得た額 
その他のもの Ａに 0.014を乗じて得た額 Ａに 0.012を乗じて得た額 

 政令第７条第１１号に掲げる応急仮設建築物 

占 用 物 件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

トンネルの上又

は高架の道路の

路面下に設ける

もの 

Ａに 0.019を乗じて得た額 Ａに 0.017を乗じて得た額 

上空に設けるも

の 
Ａに 0.024を乗じて得た額 Ａに 0.02を乗じて得た額 

その他のもの Ａに 0.034を乗じて得た額 Ａに 0.028を乗じて得た額 
 

 政令第７条第１２号に掲げる器具 

年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

Ａに 0.034を乗じて得た額 Ａに 0.028を乗じて得た額 
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   政令第７条第１３号に掲げる施設  

占 用 物 件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

トンネルの上又は高速

自動車国道若しくは自

動車専用道路（高架の

ものに限る。）の路面下

に設けるもの 

Ａに 0.019を乗じて得た額 Ａに0.017を乗じて得た額 

上空に設けるもの Ａに 0.024を乗じて得た額 Ａに 0.02を乗じて得た額 
その他のもの Ａに 0.034を乗じて得た額 Ａに0.028を乗じて得た額 

 
 
 端数処理の改正 

改正後 改正前 
表示面積、占用面積若しくは占用物件

の面積若しくは長さが０．０１平方メ

ートル若しくは０．０１メートル未満

であるとき、又はこれらの面積若しく

は長さに０．０１平方メートル若しく

は０．０１メートル未満の端数がある

ときは、その全面積若しくは全長又は

その端数の面積若しくは長さを切り捨

てて計算するものとする。 

表示面積、占用面積若しくは占用物

件の面積若しくは長さが１平方メー

トル若しくは１メートル未満である

とき、又はこれらの面積若しくは長

さに１平方メートル若しくは１メー

トル未満の端数があるときは、１平

方メートル又は１メートルとして計

算するものとする。 

 

３ 施行日 平成３０年４月１日 
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議案第１９号 南相馬市小高区商業施設条例制定について 

【趣旨】 

南相馬市小高区商業施設の設置及び管理に関する事項を定めるため、新たに条例を

制定するもの。 

 

【主な内容】 

１ 制定内容 

定める項目 条・項 内   容 

名称・位置 第２条 
名称 南相馬市小高区商業施設 

位置 南相馬市小高区上町一丁目５６番地 

事業 第３条 

・食料品及び日用雑貨等の販売 

・交流の場所の提供及び情報発信 

・その他商業施設の設置目的を達成するために必要な事業 

休業日 

開業時間 

第４条 

第５条 

【休業日】 無休 

【開業時間】午前９時から午後７時まで 

指定管理者

の業務の範 

囲 

第９条 

① 商業施設の管理及び運営に関する業務 

② 第３条の事業に関する業務 

③ 商業施設の管理運営上市長が必要と認める業務 

指定管理者

の指定の手 

続 

第１０条 

・指定を受けようとする団体は、申請書に規則で定める次の書

類を添えて市長に提出しなければならない。 

①事業計画書及び収支予算書  ②定款、規約  

③登記事項証明書 ④経営状況等説明資料 

・市長は、申請書を受理したときは指定管理者選定審査委員会

において審査し、指定管理者の候補者を選定し、議会の議決を

経て指定管理者に指定するもの。 

 

２ 施行日 平成３０年１２月１日 

      （指定管理者の公募、手続に関する規定は、公布の日） 
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議案第２０号 南相馬市いじめ防止等に関する条例制定について 

【趣旨】 

  いじめの防止等に係る基本理念や関係者の責務及び役割並びに基本的な施策を定

め、子どもが安心して生活し学ぶことができる環境の実現を目指し、新たに条例を

制定するもの。 
 
【主な内容】 

１ 制定の概要 
定める項目 条 内   容 

目的 第１条 

いじめ防止対策推進法（以下「法」という。）の趣旨を踏まえ、

いじめの防止等に係る基本理念を定め、市及び学校の責務並びに

保護者、子ども、市民等及び関係機関等の役割を明らかにすると

ともに、いじめの防止、いじめの早期発見及びいじめの対処等（以

下「いじめの防止等」という。）を図るための基本的な施策を定

める。 

基本理念 第３条 

市、学校、保護者、市民等及び関係機関等は、いじめが全ての

子どもに関する問題であるとの認識に立ち、子どもが安心して生

活し、学ぶことができる環境を整え、一人ひとりの尊厳を大切に

するとともに、互いに尊重し合う社会をつくるためにそれぞれの

責務及び役割を自覚し、主体的に連携することにより、いじめの

防止等に取り組む。 

責務と役割 

第４条 

～ 

第10条 

○市の責務：いじめの防止等のための対策を策定し、総合的かつ

効果的に推進する。 

○教育委員会の責務：学校におけるいじめの防止等のために必要

な措置を講じる。 

○学校の責務：学校全体でいじめの防止等に取り組む。 

       子どもが相手のことを思いやり、相手の立場を 

尊重する気持ちを育む教育活動に努める。 

子ども・保護者が安心して相談できる環境を整 

える。 

○保護者の役割：子どもに、いじめは絶対許されない行為である

ことを理解させる。 

○子どもの役割：いじめを行ってはならないこと。人格を尊重す

るよう努める。 

○市民等の役割：地域において子どもの見守り、声掛け等を行い、

子どもが健全に過ごすことができる環境づく
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りに努める。 

○関係機関等の役割：いじめの防止等のための対策の推進に関

し、相互に連携を図る。 

いじめ防止

基本方針 
第11条 

法第１２条の規定に基づき、いじめの防止等のための対策を総

合的かつ効果的に推進するための基本的な方針を策定する。 

南相馬市い

じめ問題対

策連絡協議

会 

第13条 

法第１４条第１項の規定に基づき、いじめの防止等に関係する

機関等と連携を図るため、南相馬市いじめ問題対策連絡協議会を

設置する。 

・委員１２人以内 ・任期 ２年 

南相馬市い

じめ問題対

策委員会 

第14条 

法第１４条第３項及び法第２８条第１項の規定に基づき、教育

委員会の諮問に応じて調査審議を行わせるため、南相馬市いじめ

問題対策委員会を設置する。 

・委員５人以内  ・任期 ２年 

南相馬市い

じめ問題再

調査委員会 

第15条 

法第３０条第２項の規定に基づき、法第２８条第１項の規定に

よる調査の結果について、市長の諮問に応じて調査審議を行わせ

るため、南相馬市いじめ問題再調査委員会を置くことができる。 

・委員５人以内 ・委嘱の日から答申を行った日まで 

 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正 

南相馬市いじめ防止等に関する条例において設置する次の附属機関の委員会の

委員の報酬及び費用弁償を定めるため、改正を行うもの。 

区分 報酬 費用弁償 

いじめ問題対策委員会 委員、臨時委員 日額 20,000円 1,500円 

いじめ問題再調査委員会 委員、臨時委員 日額 20,000円 1,500円 

 

３ 施行日 平成３０年４月１日 

 

 

議案第２１号 
南相馬市子どもの利用に係るスポーツ施設の使用料又は利用料金

の免除に関する条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

平成２９年度を終期とした子どものスポーツ施設の使用料又は利用料金の免除措

置を継続するため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

  平成２５年７月１日から平成３０年３月３１日までの期間実施している子どもた
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ちの利用に係るスポーツ施設の使用料又は利用料金の免除を、平成３３年３月３１

日まで継続するもの。 

  

２ 施行日 公布の日 

 

 

議案第２２号 南相馬市簡易水道条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  簡易水道事業のうち、東日本大震災の津波により被災した村上簡易水道事業及び

浦尻簡易水道事業を廃止するため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正内容 

  村上簡易水道事業及び浦尻簡易水道事業の廃止に伴い、条例の別表に定める当該 

事業に係る給水区域、給水人口等及び水道料金を削るもの。 

 

２ 施行日 公布の日 
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≪補正予算関係≫ 

 

議案第２３号 

 

議案第２４号 

 

議案第２５号 

 

議案第２６号 

 

議案第２７号 

 

議案第２８号 

 

 

議案第２９号 

 

議案第３０号 

 

 

議案第３１号 

 

議案第３２号 

 

議案第３３号 

 

議案第３４号 

 

議案第３５号 

 

議案第３６号 

 

議案第３７号 

 

平成２９年度南相馬市一般会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市国民健康保険特別会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市介護保険特別会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市育英資金貸付特別会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市簡易水道事業特別会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計補

正予算について 

 

平成２９年度南相馬市農業集落排水事業特別会計補正予算につい

て 

平成２９年度南相馬市工場用地等整備事業特別会計補正予算につ

いて 

 

平成２９年度南相馬市太田財産区特別会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市後期高齢者医療特別会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市宅地造成事業特別会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市水道事業会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市病院事業会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市工業用水道事業会計補正予算について 

 

平成２９年度南相馬市下水道事業会計補正予算について 

 

≪当初予算関係≫ 

議案第３８号 

 

議案第３９号 

 

議案第４０号 

 

議案第４１号 

 

平成３０年度南相馬市一般会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市国民健康保険特別会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市介護保険特別会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市育英資金貸付特別会計予算について 
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議案第４２号 

 

議案第４３号 

 

議案第４４号 

 

 

議案第４５号 

 

議案第４６号 

 

議案第４７号 

 

議案第４８号 

 

議案第４９号 

 

議案第５０号 

 

議案第５１号 

 

議案第５２号 

平成３０年度南相馬市簡易水道事業特別会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市介護サービス事業特別会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計予

算について 

 

平成３０年度南相馬市農業集落排水事業特別会計予算について 

 

平成３０度南相馬市工場用地等整備事業特別会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市太田財産区特別会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市後期高齢者医療特別会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市水道事業会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市病院事業会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市工業用水道事業会計予算について 

 

平成３０年度南相馬市下水道事業会計予算について 
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≪その他≫ 

議案第５３号 工事請負変更契約の締結について 

【趣旨】 

平成２７年第２回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 南相馬市復興工業団地（渋佐・萱浜）事業第１期造成工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区錦町一丁目１番地 
関場・石川特定建設工事共同企業体 

施 工 場 所 南相馬市原町区渋佐・萱浜地内 

契

約

金

額 

変更前 ４，４９６，６０９，１６０円 

変更後 ４，３６７，６８６，３２０円 

減額する額  △１２８，９２２，８４０円 

 

○主な変更内容 

内  容 

本事業の盛土資材として、市営陣ヶ崎公園墓地整備事業等で発生した残土を転

用したことによる資材費の減及び調整池法面工の工種変更に伴う工事費の減等。 
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議案第５４号 工事請負変更契約の締結について 

【趣旨】 

平成２９年第３回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 
社会資本整備総合交付金事業（復興）河川改修（準用河川北

原川）工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区東町三丁目４１番地 
東北建設株式会社 

施 工 場 所 南相馬市原町区萱浜字東蔵前地内外 

契

約

金

額 

変更前 １９４，４００，０００円 

変更後 ２０５，３２４，２００円 

増額する額 １０，９２４，２００円 

 

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

 
残土処理工の変

更 

本工事により発生する残土について、近接地に仮置きす

る計画であったが、太陽光発電用地において処理する協議

が整ったことから、仮置き残土を含めて処分費用を計上し、

変更するもの。 

【主な変更内容】 

       ＜変更前＞     ＜変更後＞ 

・土砂等運搬工L＝2.0㎞以下   L＝9.5㎞以下 

       V＝7,249.8㎥   V＝11,148.5㎥ 

・整地    V＝7,249.8㎥   V＝11,148.5㎥ 
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議案第５５号 工事請負契約の締結について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】          

契 約 の 目 的 小高区復興拠点施設整備事業建設外構工事 
施 工 場 所 南相馬市小高区本町一丁目地内外 
契 約 の 金 額  １９２，２４０，０００円 

工 期 契約締結日から平成３０年３月３１日まで 

契 約 の 方 法 制限付き一般競争入札 

契約の相手方 
南相馬市小高区大井字深町４８番地 
株式会社中里工務店 

 

 

議案第５６号 工事請負契約の締結について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】           

契 約 の 目 的 南相馬市有害鳥獣焼却施設整備事業建設工事 
施 工 場 所 南相馬市原町区小沢字小沢地内 
契 約 の 金 額  ３６１，８００，０００円 

工 期 契約締結日から平成３１年３月１５日まで 

契 約 の 方 法 随意契約 

契約の相手方 
宮城県仙台市青葉区二日町６番２１号 ＮＴＫビル３階 
宮本・仙建 特定建設工事共同企業体 
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議案第５７号 財産の取得について     

【趣旨】 
議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定

により議会の議決を求めるもの。 
 

【主な内容】 

取 得 の 目 的 南相馬市防災備蓄倉庫備蓄品（生活物資）購入 

取得する動産及び

数量 

寝具ほか ２２，５４０点 

（購入品明細書は別紙のとおりＰ３６～Ｐ３７） 

取 得 金 額 ３７，７５９，５５４円 

取 得 の 方 法 指名競争入札による買入れ 

納 期 契約締結日から平成３０年３月３０日まで 

取 得 の 相 手 方 
南相馬市原町区東町三丁目１０６番地の３ 
北日本紙業株式会社 

 

 

議案第５８号 市道路線の認定、変更及び廃止について 

【趣旨】 

道路法第８条第２項及び第１０条第３項の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

１ 概要 

  民間宅地造成、工業団地造成、太陽光発電等に伴い、市道路線の認定、変更及び

廃止をするもの。 

（１）認定 

 原町区  ２路線 Ｌ＝３１０.０ｍ 

（２）変更 

  小高区  ５路線 Ｌ＝△１,３３１.２ｍ 

  原町区  ４路線 Ｌ＝△１,８３５.５ｍ 

    計   ９路線 Ｌ＝△３,１６６.７ｍ 

（３）廃止 

  小高区  ２路線 Ｌ＝△１,２７１.１ｍ 

  原町区  ３路線 Ｌ＝△１,５１７.２ｍ 

    計   ５路線 Ｌ＝△２,７８８.３ｍ 
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【主な内容】 

① 小高区 
内 容 路 線 名 総延長 幅 員 

変更路線 

変更前 堂田・手綱落線 2,101.2m 2.0m～3.8m 
変更後 根柄・手綱落線 1,718.6m 2.0m～3.8m 
変更前 堂田・有山線 1,163.8m 2.2m～8.2m 
変更後 根柄有山線 888.5m 2.2m～8.2m 
変更前 大明神・市ノ谷線 1,258.9m 2.0m～7.8m 
変更後 市ノ谷線 616.0m 2.0m～7.8m 
変更前 蛯沢小京ノ線 1,405.2m 2.4m～6.1m 
変更後 宮田川北線 790.0m 4.0m～14.5m 
変更前 蛯沢小京ノ線 1,405.2m 2.4m～6.1m 
変更後 南新田・小京ノ線 584.8m 2.4m～5.9m 

廃止路線 
村上逆堰線 773.3m 2.0m～5.8m 

井田川北新田２号線 497.8m 2.0m 

 

② 原町区 

内 容 路 線 名 総延長 幅 員 

認定路線 
国見町１１号線 110.0ｍ 6.0ｍ 
馬場１９号線 200.0ｍ 6.0ｍ 

変更路線 

変更前 
公園墓地線 

334.0ｍ 5.4ｍ～7.8ｍ 
変更後 648.7ｍ 9.0ｍ～9.7ｍ 
変更前 

桜井萱浜線 
3,951.3ｍ 2.7ｍ～10.4ｍ 

変更後 2,697.5ｍ 2.7ｍ～10.4ｍ 
変更前 

萱浜雫線 
3,664.1ｍ 5.3ｍ～14.1ｍ 

変更後 3,105.7ｍ 6.0ｍ～14.1ｍ 
変更前 

北萱浜９号線 
401.1ｍ 4.0ｍ 

変更後 63.1ｍ 4.0ｍ 

廃止路線 
北萱浜２号線 1,077.0ｍ 4.0ｍ～9.6ｍ 
北萱浜５号線 198.0ｍ 4.5ｍ～5.0ｍ 
北萱浜１０号線 242.2ｍ 4.0ｍ～4.5ｍ 
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報告第１号 専決処分の報告について 

【趣旨】 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告するもの。 
 

【専決第１３号（平成２９年） 工事請負変更契約の締結について 平成２９年１

１月８日専決】 

１ 専決処分の理由 

平成２９年第１回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、平成２９年１１月８日付けで専決処分したも

の。 
２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 広域消防鹿島分署建設建築主体工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市鹿島区岡和田字沢田８８番地 

後藤建設工業株式会社 

施 工 場 所 南相馬市鹿島区江垂字大六天地内 

契

約

金

額 

変更前 ２６４，６００，０００円 

変更後 ２６６，５８３，９６０円 

増額する額   １，９８３，９６０円 

 

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

⑴ 
油分離槽及び遮

煙性防火ドア設

置 

現場進捗に伴う協議により、施設管理を考慮し、油分離

槽及び遮煙性防火ドアを設置するもの。 
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【専決第１号 工事請負変更契約の締結について 平成３０年２月１日専決】 

１ 専決処分の理由 

平成２７年第７回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、平成３０年２月１日付けで専決処分したもの。 
２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 
過年発生公共災害復旧事業都市公園施設土木施設（北泉海浜

総合公園）工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区錦町一丁目１番地 

関場・那須 復旧・復興建設工事共同企業体 

施 工 場 所 南相馬市原町区北泉字地蔵堂地内 

契

約

金

額 

変更前 ７０７，５７１，７２０円 

変更後 ７０９，６６６，９２０円 

増額する額   ２，０９５，２００円 

 

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

⑴ 
園路等防護柵の

追加 

 来園者の安全確保のため、防護柵を追加したもの。 

    ＜変更前＞       ＜変更後＞      

    L＝６４０ｍ      L＝１，５２２ｍ 

 
 
【専決第２号 工事請負変更契約の締結について 平成３０年２月１日専決】 

１ 専決処分の理由 

平成２８年第３回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、平成３０年２月１日付けで専決処分したもの。 
２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 
社会資本整備総合交付金事業（復興）道路改良（１－７号線）

工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区青葉町一丁目１番地 

庄司建設工業株式会社 

施 工 場 所 南相馬市鹿島区北海老字釜舟戸西地内外 

契

約

金

額 

変更前 ３１６，４４０，０００円 

変更後 ３１５，７４１，２４０円 

減額する額   △ ６９８，７６０円 
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○主な変更内容 

 項  目 内  容 

⑴ 
地盤改良工の 

変更 

 改良工事において支持地盤を確認した結果により、地盤改 

良の深さを浅く変更するもの。 

         ＜変更前＞      ＜変更後＞     

・改良深     

３ｍ未満       ―        １５６本 

６ｍ以上10ｍ未満  ５６本        １０２本 

10ｍ以上15ｍ未満 ４００本       １３８本 

 

 
 
【専決第３号 工事請負変更契約の締結について 平成３０年２月１４日専決】 

１ 専決処分の理由 

平成２８年第３回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、平成３０年２月１４日付けで専決処分したも

の。 
２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 南相馬市テニスコート増設土木工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区東町三丁目４１番地 

東北建設株式会社 

施 工 場 所 南相馬市原町区下高平字堂場地内 

契

約

金

額 

変更前 ３５４，２４０，０００円 

変更後 ３６０，８４３，１２０円 

増額する額   ６，６０３，１２０円 

 

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

⑴ 取付道路改良
工の変更 

当初、取付道路下部の既存隧道をボックスカルバートに布設

替えを行う予定であったが、湧水や掘削面の土質状況から掘

削が困難であったため、橋梁構造に変更 

 

コンクリート

殻等の処分の

追加 

現場にて掘削を行ったところ、多数のコンクリート殻等が埋

設されていたため、その処理に要する費用を変更 
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【専決第４号 損害賠償の額の決定及び和解について 平成３０年２月２１日専決】 

１ 損害を賠償し和解する相手方の住所及び氏名 

 
２ 損害賠償の額 

    ３３１，２０１円 
     うち保険等により補てんされる額 ３３１，２０１円 
     市が自ら負担する額             ０円 
３ 損害賠償の理由及び和解の内容 

   平成２９年１１月１６日午後３時３０分頃､福島市太田町１３番５３号地内の

福島グリーンパレス第二駐車場内において、公用車を左方向に前進した際に、公

用車の左後方部が公用車の左側に駐車していた相手方車両の右前方部に接触し、

損害を与えたもの。 
損害賠償の額は上記のとおりとし、各当事者とも将来にわたり一切の異議申立

て、請求、争訴等は行わないことで和解する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

36 

 

                             別紙 

議案第５７号 財産の取得について 

南相馬市防災備蓄倉庫備蓄品（生活物資）購入 明細書 

品 名 メーカー 製品 数量 

寝具 
・毛布 

ニッケ商事株式会社 難燃性フリースパック毛布 9,000 

衣料品 
・下着等一式 (男性用) 

社会福祉法人東京コロニ

ー東京都葛飾福祉工場 

 

コンパクト肌着セット 4,500 

衣料品 
・下着等一式 (女性用) 

社会福祉法人東京コロニ

ー東京都葛飾福祉工場 
コンパクト肌着セット 4,500 

衣料品 
・紙おむつ(子供用) 

大王製紙株式会社 
GOO.N まっさらさら通
気 Lサイズ（６８枚入） 

126 

炊飯器具 
・卓上コンロ 
(カセットボンベ付) 

岩谷産業株式会社 カセットフー風まる 132 

食器・日用雑貨 
・食器セット 

ミドリ安全株式会社 
ナチュラルパルプ食器セッ

ト（１００人分） 
90 

食器・日用雑貨 
・トイレットペーパー 

パルマックス株式会社 

長巻ロールペーパー（パピ

ルスソフト）（２４ロール

入） 

38 

暖房器具 石油ストーブ コロナ 
石油ストーブ対流型ＳＬ－

６６１７ 
86 

簡易トイレ 株式会社総合サービス 
サニタクリーン ポータブ

ル 
425 

簡易トイレ 
・サニタクリーン簡易トイ

レ袋 

まいにち株式会社 
災害用トイレセット マイ

レットＳ-１００ 
1,276 

要配慮者向け用品 
・紙おむつ（介護用） 

大王製紙株式会社 

アテント長時間さらさらパ

ンツ（２０枚入） 
M～Lサイズ 

180 

生理用品 
・生理用ナプキン 

大王製紙株式会社 
新素肌感（ふつう～多い日

の昼用）羽なし（２８枚入） 
1,854 

簡易マット ㈱湘南ワイパーサプライ 
エアーマット暖（防災備蓄

６０） 
25 

間仕切り 
・避難所ボード 

大建工業株式会社 避難所ボード 43 
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パレット ― ― 265 

計 22,540 

 

 


